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Abstract 

The outbreak of the coronavirus pandemic caused school closures worldwide, affecting educational opportunities 

and well-being of the most vulnerable students, including those with immigrant backgrounds. Given that there is 

few research on immigrant students’ cirucumstances during the pandemic in Japan, this study investigates how 

public school teachers perceived and responded to the challenges that these students faced. Our analysis is based 

on original questionnaire data from 62 public high schools and in-depth interviews with teachers from 28 schools 

in Tokyo where immigrant students were enrolled. We find that educational opportunities and ibasho 

(comfortable space) for immigrant students are shrinking and disappearing amidst the pandemic, causing 

learning loss as well as school non-attendance and dropouts among these students. However, teachers had little 

information about the circumstances of the immigrant students, and most were not able to attend to their 

emerging needs. The fewer interaction and weakening ties between teachers and students during the pandemic 

made it more difficult for teachers to provide care work for immigrant students. Our studies highlight how 

teachers and external professionals can cooperate to create caring environment, thereby ensuring educational 

opportunities and well-being for immigrant students.  
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コロナ下の外国につながる高校生に対する教員の認識と対応 

－都立高校を対象にしたアンケートとインタビュー調査から－ 

 

1  問題関心 

 2020 年 3 月に WHO が新型コロナウィルスの世

界的大流行を宣言して以降,感染拡大を防ぐため

に 190を越す国々の学校が休校措置をとり,16億

人以上の子どもが影響を受けた（UNESCO 2021）。

この教育的空白を埋めるべく,先進国ではオンラ

イン授業が急ピッチで導入されたが,長期間の休

校と遠隔教育が生徒の教育機会とウェルビーイ

ングにもたらした悪影響が調査で明らかになっ

ている。コロナ禍における学びの喪失,健康被害,

社会関係からの疎外は,特に移民・難民のように

社会的に脆弱な立場にある生徒の間で深刻な問

題として表れた（OECD 2020,額賀・高橋 2021）。 

 日本では 2020年 3月上旬に全国の小中高校に

対して一斉休校が要請され,5 月末までの約 3 か

月間にわたって休校が続いた。学校再開後も緊急

事態宣言下で分散登校や授業時間の短縮などの

措置がとられ,大半の学校で学校行事や部活動は

縮小・中止を余儀なくされた。欧米各国に比べる

と,休校期間は相対的に短かったものの,コロナ

禍が子どもの教育機会と生活に及ぼした影響は

小さくないことが報告されている。コロナ禍以前

から親の経済社会的地位に起因する教育達成の

格差が指摘されていたが,休校期間中の勉強時間

やオンライン教育へのアクセスについても,親の

学歴や世帯収入による違いが確認された（多喜・

松岡 2020,日本財団・三菱 UFJ 2021）。また,ステ

イホームが推奨され,部活動や学校行事が縮小・

中止になったことによって家族以外の人間との

交流が減り,生徒の生活習慣やメンタルヘルスに

悪影響を及ぼしていることも明らかにされてい

る（判ほか 2021,上野ほか 2022,国立青少年教育

振興機構 2022）。さらに,感染症対策が求められ

る中で,教員が学級経営や学習・進路指導等さま

ざまな対応に追われ,多忙化がより深刻になった

ことも注目された（東洋館出版社編 2020,有井

ほか 2020）。 

 一方,国内に住む移民の子どもたちのコロナ禍

での状況は,十分に明らかにされていない。外国

人労働者については,緊急事態宣言下で雇用が後

退し,サービス業や工場が営業停止に追い込まれ

る中でかれらの間に経済的困窮が拡大したこと

や,言語的・文化的障壁から必要な行政サービス

にアクセスできていないことが指摘されている

（安里 2020,鈴木 2021）。移民生徒のコロナ禍

の状況については調査が少ない中,高校生の学習

支援や居場所支援を実践する過程で当事者に聞

き取りを行った調査が散見される（角田 2020,

田中 2021,徳永・角田・海老原編 2023）。これら

の調査からは,移民生徒たちが休校期間中に配布

された大量の課題プリントやお知らせを理解す

ることに困難を抱えていること,学校だけではな

く外国人生徒を支援してきた NPO 団体も休止に

追い込まれ,学習機会だけでなく居場所やつなが

りも失われていること,親の仕事がなくなり,自

身もアルバイトを解雇されたりして経済的に厳

しい状況にあること,親の出身国との往来が難し

くなりストレスを抱えていることなどが明らか

にされている。 

当事者たちの苦境が明らかにされる一方,マジ

ョリティの立場にある日本人教員は,コロナ禍に

おいて移民生徒の状況をどのようにまなざし,対

応したのだろうか。このような切り口からコロナ

禍における学校現場の調査がなされていないこ
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とをふまえ,本稿では都立高校を対象とした調査

をもとにこの課題を考察する。 

 

2  調査の対象と方法 

本稿で使用するデータは,都立高校における外

国につながる生徒の実態およびかれらに対する

教員の認識や学校のとりくみを明らかにするこ

とを目的とした調査プロジェクトで収集したデ

ータの一部である(1)。一般的に「移民」という用

語は日本の学校現場で使用されていないため,調

査にあたっては「外国につながる生徒」を使用し,

外国籍生徒および外国出身の親をもつ日本国籍

生徒を指すものとして協力者に説明した。調査に

先立ち,東京都教育庁および東京大学倫理審査委

員会の承認を受けた。 

調査の第一段階目として,2021年 5月から 9月

にかけて,全ての都立高校 284 校にアンケート

（「都立高校に在籍する外国につながる生徒の学

習・進路状況に関する調査」）を送付した。回収

分は 99 校,回収率は 34.9％であった。アンケー

トの回答者については,こちらから指定せず,各

学校で最適な人に記入してもらった。副校長によ

る回答が 4割を占め,教務主任,進路主任,外国人

生徒担当者を入れると 8割である。本稿では,外

国につながる生徒が在籍する全日制 33校（在京

外国人生徒対象の入試がある 5 校を含む,以下

「在京枠校」とする(2)）と定時制 29校の計 62校

を分析対象とする。 

 アンケートでは,外国につながる生徒の国籍や

移動歴などの背景,家庭状況,学習や進路の状況

を聞く項目のほか,外国につながる生徒への学習

や進路保障,学校外連携,母語・母文化尊重のとり

くみ,指導やカリキュラムの課題について問う項

目を用意した。また,新型コロナウィルスの感染

拡大から 1年が経過していることをふまえ,コロ

ナ禍が外国につながる生徒に及ぼした影響につ

いても質問項目を設けた。本稿の前半では,この

項目の回答について分析する。 

 調査の第二段階目として,2022 年 1 月から 11

月にかけて,外国につながる生徒が在籍する 28

校（在京枠校 6 校を含む）にて,1 時間半から 2

時間の半構造化インタビューを対面（25 校）と

オンライン（5 校）で実施した。学校種別では,

全日制 10 校,定時制 17 校,特別支援学校が 1 校

である。インタビュー協力者は管理職が 6名,教

員が 33名で,1校につき複数の教員に聞いたケー

スもある。依頼の際はこちらからインタビュー協

力者を指定しなかったが,結果的に外国につなが

る生徒の学習指導や進路指導に関わる経験をも

つ教員が回答してくれた。インタビューは 3 校

がオンライン,25校は調査者 2名が高校を訪問し

て対面で実施した。協力者の了承を得た上で録音

し,データはすべて文字に起こした。本稿ではコ

ロナ禍における外国につながる生徒への教員の

認識とまなざしという視点からコーディングを

行い,分析的カテゴリーを抽出した。 

 コロナ下の都立高校の状況としては,2020年 3

月上旬から 5 月下旬まで一斉臨時休校となった

後,6 月からは再開されたが,感染拡大を防ぐた

めに分散登校や時差登校,授業の短縮などが引き

続き行われた。インタビューを実施したのは

2022 年 1 月から 11 月であるが,この時点におい

てもなお多くの学校で部活動や学校行事が停止

している状況であった。 

 

3  アンケート調査の分析 

3.1  教員はコロナ禍による生徒への影響をどの

ように認識しているか 

 まず,対象を外国につながる生徒に限定せず,

教員がコロナ禍による生徒への影響をどのよう
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に認識しているかについて検討する。アンケート

では,「コロナ禍の影響についてお伺いします。

貴校の生徒に関して,新型コロナウィルス感染症

の拡大はどのような影響があったとお考えです

か。あてはまる番号すべてに〇をつけてくださ

い。」という設問を用意し,複数選択してもらった。

外国につながる生徒がいる学校の有効回答のみ

について分析し（N=62）,その結果を示したのが

図 1である。 

 

 

図 1：コロナ禍による全生徒への影響(N=62) 

 

 全体では 6 割の学校が「家庭の経済状況が悪

化した」と回答し,選択肢の中で最も多く選ばれ

た（39 校）。次に「学習意欲・学力の低下」（25

校,40.3%）,「保護者が必要な情報を受け取れて

いない（15 校,24.2%）,「就職・進学先の変更」

（14校,22.6%）,「不登校の増加」（12校,19.4%）

の順に多かった。また,「特に気になる影響がな

い」と答えた学校も 6校あり,それはすべて定時

制であった（9.7%）。 

 学校種別にみると,全日制では 75.8％（25校）

の学校が「家庭の経済状況が悪化した」,51.5%（17

校）の学校が「学習意欲・学力が低下した」と回

答しており,定時制に比べてそれぞれ 27.5 ポイ

ント,24ポイント高い。平常時から全日制の方が

家庭の経済状況が良く,学習意欲・学力の高い生

徒が多く集まる傾向がみられ,良好な状態からの

落ち込みが全日制でより強く認識されていると

考えられる。 

 一方,定時制の 27.6%（8校）が「不登校の増加」

を回答しており,全日制より 15.5 ポイント高く

なっている。定時制では家庭の経済状況の悪化に

よって生徒のアルバイトが増加し,学校に来なく

なる生徒が増えたことがインタビューからは明

らかになっている。また,定時制にはもともと不

登校傾向の生徒が多く,コロナの休校や分散登校

を機にそうした生徒を学校に来させることがま

すます難しくなっていることも語られた。 

 「その他」の自由回答は,内容に基づいて下記

のように分類した。 

 

【人間関係への影響】 

 行事の中止や,休校等により人間関係が築け

ない生徒が例年より増加。 

 人間関係の軋轢が増えた。 

【学習習慣,生活リズムへの影響】 

 学習習慣が失われてしまった。 

 規則正しい生活習慣を送るのが難しい。 

【心理状態への影響】 

 心的ストレスを抱える生徒が増えた。 

 部活ができないので,大会参加などができず,

スポーツや文化的活動に対する意識が低下

している。 
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【進学・就職への影響】 

 リモートでのオープンキャンパスはあるが,

実際大学に訪問して体験できる機会がなく,

情報が限られている。 

 実習（ インターンシップ）が中止となった。 

 全体として会社を探す,見学に行く機会が減

っている。 

【アルバイトへの影響】 

 アルバイトがなくなったり,シフトが減らさ

れ困っている生徒が多くいた。 

 

高校生やその保護者を対象とした先行する調

査報告では,コロナ禍による休校や外出自粛,部

活動や学校行事の中止によって,生徒のストレス

増大や生活習慣の乱れが報告されている（判ほか

2021,上野ほか 2022,国立青少年教育振興機構 

2022）。また,高校の教員を対象にした調査では,

コロナ禍によってオープンキャンパスへの引率

や進路ガイダンスの実施ができなくなったため,

進路指導が困難になったことが指摘されている

(ディスコ 2020)。本調査の結果はこうした傾向

が,学校再開後 1年以上を経過してもなお学校現

場で観察されることを示している。 

 

3.2  教員はコロナ禍による外国につながる生徒

への影響をどう認識しているのか 

 次に,対象を外国につながる生徒に限定して,

教員がコロナ禍の影響をどのように認識してい

たかについて検討する。アンケートでは,「コロ

ナ禍の影響についてお伺いします。貴校に在籍す

る外国につながる生徒に関して,新型コロナウィ

ルスの拡大はどのような影響があったとお考え

ですか。あてはまる番号すべてに〇をつけてくだ

さい。」という設問を用意し,複数選択してもらっ

た。外国につながる生徒がいる学校のみについて

有効回答（N=62）を分析し,「コロナ禍による全

生徒への影響」と「コロナ禍による外国につなが

る生徒への影響」を比較して示したのが図 2 で

ある。 

 

図 2：コロナ禍による全生徒と 

外国につながる生徒への影響（N=62） 

 

 外国につながる生徒へのコロナ禍の影響は,全

生徒への影響と同様,「家族の経済状況の悪化（19

校,30.6%）」「学習意欲・学力の低下（10校,16.1%）」

「保護者の情報不足（10校,16.1%）」「就職・進学

先の変更（5校,8.1%）」「不登校の増加（5校,8.1%）」

の順に多い。全体の 3割にあたる 20校が「特に

気になる影響はない」と回答したことは注目に値

する。 

 全日制に限定して結果をみると,全生徒に対す

る影響については「特に気になる影響はない」と

した学校がゼロだったのに対し,外国につながる

生徒について尋ねた設問では,「特に気になる影
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響はない」とした学校が 12校（36.4%)であった。

全日制では,外国につながる生徒へのコロナ禍の

影響を強く認識していない学校が多い。 

 定時制の場合,全生徒へのコロナ禍の影響に対

する回答と,外国につながる生徒に限定した回答

との間に,全日制ほどのずれはみられなかった。

しかし,どの項目に関しても,外国につながる生

徒に対するコロナ禍の影響は全生徒の中でそこ

まで大きくないと考えられている。 

外国につながる生徒に特有の項目として,「出

身国への帰国」に丸をつけた学校は 7校（全日制

3校,定時制 4校,11.3%）であった。「その他」の

自由回答は以下の通りである。 

 

【母国から日本に再入国できない】 

 母が介護のため母国へ戻り帰国できていな

い生徒がいる。 

 母国に家庭の用事で,帰ったが,日本に戻っ

て来られない状況が続いている 飛行機,受

入れの制限によって）。 

 一時帰国した外国人生徒が国内外情勢によ

り日本へ再入国ができず,４月から全く登校

できていない生徒が複数名いる。 

【日本に戻った後の隔離期間による出席停止】 

 日本への帰国後制限がある。  

 母国との往来でコロナウィルス拡大防止の

ため隔離を余儀なくされ,学校の授業に出ら

れなくなった。 

 

 コロナ禍で出身国と日本との往来が難しくな

ったことを反映して,一時的に出国したのち日本

に再入国できない,再入国後の隔離期間による出

席停止などの課題が挙げられている。 

 このほか,自由回答では外国につながる生徒へ

のコロナ禍の影響について,「よくわからない」

「生徒からは特に気になることはなし」「私の立

場では特に報告なし。職員会議でも報告なし」と

いった回答がみられた。外国につながる生徒への

コロナ禍の影響が存在するにもかかわらず,十分

把握されていない可能性もある。 

 

4  インタビュー調査の分析 

4.1  認識されにくいコロナ禍の影響 

 アンケートの結果からは,コロナ禍による外国

につながる生徒への影響が日本人生徒と比べて

相対的に小さいと教員に認識されていることが

明らかになった。インタビューでも,外国につな

がる生徒へのコロナ禍の影響が深刻に捉えられ

ていない様子がうかがえた。 

 在京枠校の A校の校長は,自校に在籍する外国

につながる生徒の特徴について「やっぱり定時制

に来ている子たちは,経済的なバックグラウンド

っていうのは厳しい。それに対して全日制ってい

うのは非常に問題なく,（外国につながる生徒は）

日本の家庭よりも裕福な状況にあるのかなって

いう感じですね。」と話す。特別枠で全日制の学

校に入学してきた外国につながる生徒は,自校に

在籍する日本人生徒よりも経済的に豊かで学習

意欲が高いという見立てがなされていた。コロナ

禍の影響に尋ねると,全日制の方では影響は「ほ

とんどない」と回答があった。 

 

―外国につながる生徒さんのご家庭の経済状況

とか,この 1年,コロナの影響をお感じになったこ

とってありますか。 

全日の方はほとんどないですね。定時制はやっ

ぱり大変で,親戚がお亡くなりになったタイミン

グでそのまま 母国に）戻って行っちゃって。

「帰ってくる」とは言ってるんですけど,まだ戻

ってきていないっていうような,そういうケース
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も出てきているので。もしかすると,これからま

た増えるのかもしれないですね。 

―全日のほうではあんまり？ 

全日のほうは,その層よりはやっぱり上なんです

よ。 

 

 たしかに,定時制高校の教員たちは,コロナ禍

によって日本人の生徒も外国につながる生徒も

経済的に生活が厳しくなっていることをインタ

ビューで言及することが多かった。ただ,定時制

の教員が,外国につながる生徒の出席状況や学習

状況に関して強い課題意識をもっているわけで

はなかった。定時制 B高校の教員は,もともと不

登校の生徒がコロナ禍でますます登校しなくな

っていると話す。一方,外国につながる生徒への

影響については次のように述べた。 

 

―コロナ禍の影響を感じることはありますか。 

外国籍の子は感じません。外国籍の子は意外と

たくましいのではないか。体が強いのではない

か。逆に日本人のほうが駄目。すぐ「新型コロ

ナウイルスにかかって熱が出ました」と言う。

休み。 …）やっぱり病院に行くのはお金がかか

ります。自分の健康管理はちゃんとできている

のではないかと思います。 

― 影響が）表に出ていないだけのようなこと

はありますか。 

かもしれませんが,外国人もちゃんと学校には来

ます。 

 

定時制 C高校の教員も,コロナの影響は「日本

人の方が感じる」と話す。この学校は 500名以

上いる全生徒の 1割以上が外国につながる生徒

である。教員は「日本人生徒の間には家庭内の

虐待や妊娠,薬のオーバードースがコロナ以後目

に見えて増えた」と話す。一方,外国につながる

生徒たちについては,かれらがきちんと登校して

いることを評価している。 

 

 コロナの）基本的な影響,日本人のほうが感じ

ますね。虐待が目に見えて増えました。本当に

止まらない。今の段階で,一時保護中の生徒がこ

の学校で 3人いるんですけど。今年度だけで

も,5,6 はあるかな。あとは妊娠がとにかく多い

とか。とにかくその辺は,コロナと厳密に関係あ

るかどうかは分からないですけど。わちゃわち

ゃ度合いでいうと,外国ルーツの子,むしろよく来

てくれたねくらい。僕は夜安心して授業ができ

るんですけど。他が大変です。（  

 

 教員は外国につながる生徒の中には家族が飲

食店を営んでいる者が多いことを知っており,コ

ロナによってもたらされた困難があったことを

推測している。ただ,生徒たちが「あんまり言わ

ないから」,強く認識するには至っていない。 

 C 校の教員たちは,外国につながる生徒のニー

ズや状況を把握できていないことにも言及して

いた。 同校では新年度の開始時に外国につなが

る生徒のニーズ調査を実施してきたが,2020 年

度はコロナによる臨時休校で調査ができなかっ

た。その結果,生徒の日本語力や学力,家族の状況

について「把握するのが遅くなった」と話す。 

 

結局,昨年度（ 筆者注（ 2020 年度）って,どあたま

からずっと休校で,入学式もやらなかったので,そ

もそも日本語指導が必要とか,外国ルーツとか,ニ

ーズの把握すらできないままでした。6月くらい

に,やっと面談してみたいな感じだったですね。

 …）だから,今の 2年の 3部にいる,明らかに分

かるネパールの 4 人は,最初からそうだろうなっ
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て話だったんですけど,1 部 2 部にいる中国系の

子たちは,中国系だろうなと思いつつも,何となく

ちょっとほっとかれちゃったというか。もう教員

もいっぱいいっぱいで,取りあえず授業なんとか

やるしかないっていう中で。この学校って,ニー

ズの把握できないんです。本人に（「日本語の授業

とか大丈夫？」とか,（「ついてけてる？」って言っ

たら,（「はい,大丈夫です」って言うので,結局その

まま行ってしまって。今年度になって,あらため

て公文の到達テストやらしてみたら駄目だった

ねみたいな。滑り出しの休校はでかかったんだろ

うなと。把握ができなかった。（  

 

 コロナ禍は約 3 か月の臨時休校に続いて課外

活動や学校行事の中止を伴ったため,授業以外の

場面で生徒のバックグラウンドを知る機会が非

常に少なくなったことが複数の学校の教員たち

から述べられた。「学力ばかりをみることになっ

て,生徒の全体像を把握できない」「教師との関係

が良かったのに崩れた」といった語りが聞かれ,

従来行ってきた生徒との関係づくりがコロナに

よって難しくなったことがうかがえた。特に外国

につながる生徒は日本語の障壁があるために,教

員との間のコミュニケーションに困難が生じが

ちである。コロナで教員と生徒の関係性構築が難

しくなる中,外国につながる生徒の抱えている問

題があまり表面化せず,教員に強く認識されてい

ないということが考えられる。 

 

4.2  コロナ禍によって縮小・消失する 

学びの機会と居場所 

 外国につながる生徒たちは日本人生徒よりも

コロナ禍の課題が少ないと考えられていた。しか

し,下記に示すように,インタビューからは退学

や長期にわたる欠席,連絡がつかないといった状

況が生じていることが明らかになった。教員には

強く意識されていないものの,コロナ禍の中で外

国につながる生徒の学びの機会と居場所が消失・

縮小していることを指摘できる。以下では,教員

の語りから,外国につながる生徒の間にどのよう

な状況が生じているのかを考察する。 

 

① 収入減による経済的困難 

 コロナ禍によって生徒たちの間に経済的な困

難が生じていることに言及した語りが 28 校中 7

校あった。定時制にはもともと家計を助けるため

にアルバイトをしている生徒が多いが,コロナ禍

によって自宅待機や解雇となり,収入が激減して

困っている生徒たちがいることを教員は認識し

ていた。また,保護者が飲食店経営者・従業者で

ある生徒についても,経済的に厳しい状態にある

ことが語られた。外食産業はコロナの感染拡大に

よって最も影響を受けた業種のひとつである。近

年,都立高校にネパール出身の生徒が急増してい

るが(3),ネパール人の保護者はコックとして技能

ビザで来日し,飲食店で働いているケースが多い。

定時制 D 高校の教員は「あまり伝わってこない

けど」と言及しながら,ネパール出身の生徒が直

面する困難を次のように語った。 

 

やっぱりネパールの生徒とかはカレー屋さんが

多いわけです。店を経営している親もいるし,店

で働いている人もいます。で,コロナ禍で仕事が

なくなって,お父さんがインドへ帰って。そうし

たら「この間,交通事故に遭った」と言って,4 月

最初に 2カ月くらい帰るという生徒もいました。

お金が大変だと思います。昨日の夜 1 時に携帯

電話が鳴ったから,携帯電話を見たら,03 の何と

かで普通の電話番号だったけど,出たらインドの

生徒で,間違って私の所へかけたみたいで,何か横
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でお金の話をしていました。それで,途中でその

生徒も気が付いて,「何か困ってるんだったら,今

日来て話をしよう。聞くよ」という話をしたけど

大変だと思います。それはあまり伝わってこない

けど,見ると大変な生徒は大変だと思います。 

 

 定時制 E校の教員 2名からも,ネパール出身生

徒の家庭が経済的な困難に陥っていることが語

られた。 

 

―（ 外国につながる生徒に対して）何かコロナで

課題だったりすることは… 

X  あんまり。 

Y（  コロナ禍で課題があったとすれば,ネパール

料理屋をやっている家庭でお客さんが来なく

てちょっと苦しいということで。「店をたたん

で国に帰る」とか。なんかそんな話もなかっ

た？ 

X あります,あります。 

  

 「（コロナ禍の影響は）あんまり」という教員

の回答からも,校内ではコロナ禍における外国に

つながる生徒の困難が深刻な課題として浮上し

ていないことがわかる。 

 在京枠校の全日制 F 高校でも退学して母国に

帰る生徒が数名出た。教員は「あまり詳細はわか

らないんですけれども」と述べながら,その原因

がコロナによる経済的困難によるものではない

かと考えていた。 

 

―中退が何名かいらっしゃるということで,コロ

ナの影響なども挙げていただいたんですけれど

も。これ具体的にどんなケースだったか教えてい

ただけますか。 

飲食業で生計を立ててる家庭が多いので,コロナ

の影響で仕事がなくなってしまったとか。そうい

う生徒が帰国したケースはありました。経営者と

してやってる場合は,何とかやってる,みんな大変

だけど何とかやってますみたいなふうに言うん

ですけども。雇われの飲食店の従業員の場合は,

どうしてもクビになってしまったりとか,店に来

なくていいって言われてしまったりとか。そうい

うことがどうやらあったみたいで,あまり詳細は

分からないんですけれども,家族で帰国すること

にしましたっていうことで帰国したケースはあ

りました。 

 

 帰国に至らないまでも,コロナによる経済的困

難を背景に,欠席が増えたり,退学するケースも

報告されている。在京枠校の全日制 G 校の教員

たちは,飲食店を経営するネパール出身の生徒た

ちが経済的に厳しい状況に陥り,家計を助けるた

めにアルバイトを増やす様子が見られると話し

た。その結果,学校にいられる時間が限られ,単位

が必須ではない放課後の部活動や日本語の補習

授業への欠席が目立つようになったと述べる。ま

た,同校では,コロナの期間中に中国出身の生徒

が退学していった。教員は「（生徒本人が）はっ

きりは言わないけど」,背後に経済的に厳しい状

況があったのではないかと推測している。 

 

 退学した）ひとりは多分,これ,コロナの影響だ

と思うんですけど,経済的な理由で働かざるを得

なくなった。はっきりは言わないけど,多分そう

だろうな。でも話を聞くと,この生徒は勉強はし

たいんです。また学校に来たい。それは,先生,学

校はどうすればいいかって聞いてきたりするし,

勉強したいっていうので分かるんだけども。 

 このようにコロナ禍の中で,学習意欲の高い生

徒が経済的な困窮を背景に退学せざるを得ない
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状況が生じていると考えられる。ただし,上記の

語りにみられるように,教員は家庭の経済状況を

生徒からはっきりと聞いて把握しているわけで

はない。退学や帰国の前に教員と生徒の間で十分

な話し合いがもたれたわけではなく,教員は退学

の背景に経済的事情が関与しているのではない

かと推測するにとどまっていた。 

 

② 感染症への不安による登校自粛と一時帰国 

 コロナウィルスへの感染を恐れて学校に来な

くなるというケースもあった。3 校の教員が,外

国につながる生徒の中でも特に中国出身の生徒

は親や親族が中国のコロナ禍の感染状況に敏感

だと話していた。日本の感染対策に不安を覚えて

一時帰国をするケースや,親に言われて登校を自

粛したり,学校行事や部活に出なかったりするケ

ースが語られた。定時制 H高校の教員は「中国の

子の行動に制約がかかっている」と述べる。 

 

中国の子たちは,新型コロナウイルスが比較的怖

いと。行事とかもコロナ禍の影響で,親が,「行か

せられない」と言うのは往々にしてあります。 …）

あのときもそうでした。「3（ 11」の原発のときも

そうでしたけど。中国人が一斉に帰ったという。

私は,あのときは現場にいましたが,ちょうど三年

の担任で,卒業式を控えているけれど,卒業式に出

ないで帰るか帰らないかというようなこともあ

ったりしました。だから,そういったコロナ禍で

あったりとか,原発もそうですけれども,過敏に反

応しているのは中国系かなとは思います。だから,

行事も,芸術鑑賞教室とかいって「じゃあ,外にそ

れを見に行こう」というときも,劇場に行くのが

怖いからみんな欠席とか。 

 筆者が別の機会に中華学校で実施したインタ

ビューでも,中国出身の保護者が母国の厳しい規

制と比べて日本の感染対策の甘さを批判する声

が多く聞かれた（4）。保護者が子どもの登校を制

限する背景には学校からの情報が十分に伝わっ

ておらず,安心感を得られていないことも関係す

るかもしれない。 

 

③ 再入国拒否による母国足止め 

 コロナの感染拡大の前後で一時的に母国に帰

った後,日本に再入国できず,登校できなかった

事例について 4校から具体的な回答を得た。 

 一時帰国の理由は,感染への不安のほか,コロ

ナ禍による経済的困難,親族の病気や死亡などさ

まざまであった。コロナの感染状況が落ち着いた

ら日本に戻ってくる予定が,政府の水際対策によ

って再入国できなくなり,数か月間,母国に足止

めされていた。その期間,かれらは現地の学校に

も通わない状況が続いていた。 

 文部科学省は新型コロナウイルス感染症に対

応した学校運営の在り方に関して,2020年 6月に

ガイドラインを発出し,感染不安を含み,「ほかに

手段がないなど,合理的な理由があると校長が判

断する場合は」,登校しないケースを「出席停止・

忌引等の日数」として記録し，欠席とはしないこ

とを定めた。都立高校でもこのガイドラインを受

けて,母国に足止めされて登校できない生徒につ

いても,基本的には出席停止扱いとしていること

がインタビューで明らかになった。 

 

―コロナ禍の影響で帰って来られない生徒がい

たという。 

そうですね。でもみんな何か帰ってきて。それに

ついては,いわゆる出席日数には考慮して,みんな

進級しました。仕方がないことなので。 …）。 日

本に）来ても（ 隔離期間の）2週間で欠席が増え

るけども,当然,そういうのは考慮して。 
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 他の学校でも,長期間の欠席を出席停止扱いと

したことが語られた。担任が生徒とメールで課題

をやりとりし,校内で合意を図って取れる単位を

確保していたケースも聞いた。「かなり大目にみ

た」ので,コロナ期間は生徒の退学や留年が例年

より減ったという意見もあった。 

 一方,母国に足止めされて半年以上学校を欠席

していた生徒が,再入国後に退学に至ったケース

もあった。この話をしてくれた定時制 I 高校の

教員は教員歴が 30 年以上あり,外国につながる

生徒に関わる経験も豊富に持っていた。同校には

20 人を越える外国につながる生徒が在籍したが,

そうした生徒たちを組織的に指導・支援する委員

会はなく,職員会議もない。教員は,「担任がある

程度,自分の持っている生徒に関しては自由なこ

とができるんですよ。だから,そこのところがち

ょっとやっぱり問題かなと思ってる」と話した。

そして,母国に足止めされて長期欠席した生徒の

場合も,担任から十分な配慮がなく,退学になっ

てしまったと語った。 

 

今の 3 年生の生徒で,昨年 ※筆者注 2020 年）

の 3 月に家庭の事情でネパールに帰ったんです

よ。で,再入国ができなくって 10 月の初めにやっ

と帰ってきたんですよね。私は全然教えてないか

ら,その子のことは知ってるんですけど。で,担任

がお父さんと相談して,もう退学させたんですよ。

ところが同じく昨年,夏休みにパキスタンにいる

お母さんが腕の骨を折ったからといって,パキス

タンの子がお見舞いに行ったんですよね。これも

再入国できなくって,帰ってきたのが 1 月の初め

で。1月の初めに帰ってきても,ホテル隔離があっ

て自宅隔離もあってという形で,実際に授業に出

られたのは 2 月なんですけど。それは担任が成

績会議で何とかしてくれという形で,4 年生だっ

たんですけど卒業できたんですよね。その 3 月

にネパールに帰った子と,パキスタンに 7 月に帰

った子は同じぐらい学校休んでるんですよ。それ

が片一方はちゃんと卒業できて,片一方は退学し

たっていうのは,やっぱり担任の考え方によるの

で。だから,学校全体としてのそういう仕組みが

あればいいなっていうのは,すごい思うんですけ

ど。その 4 年生の子は,私教えてたから担任の先

生ともいろいろ話を聞いたりして,ぜひ応援しま

しょうねっていう形でやったんですけど。その 3

年生の子の場合は,私は全然教えてなかったから。 

－ちょっと関われなかった。 

関われなかったですね。同じぐらい休んでても,

片一方は卒業し,片一方は退学していったという

形ですね。 

 

 この教員によると,卒業できたパキスタン出身

の生徒の場合は「担任が最後まで職員会議で粘っ

て卒業させた」という。対照的に,そうした担任

の配慮がなかったネパール出身の生徒は退学に

なってしまった。このように,長期欠席した生徒

の学籍は保障されているわけではない。再入国で

きない生徒に関する配慮について行政から指導

はなかったこともあり,上記のように教員や校長

の裁量によって退学になる場合もみられた。 

 

④ 部活動の停止  

コロナ禍では感染対策として学校行事や部活

動を縮小・休止せざるをえない事態となり,外国

につながる生徒の居場所に大きな影響を与えた

と思われる。近年,外国につながる生徒の居場所

づくりとして,放課後の部活動を利用する実践が

みられる（徳永・角田・海老原 2023）。今回調

査対象となった学校の中にも,母語や母文化を尊

重した活動を取り入れながら,外国につながる生
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徒同士の連帯や他の日本人生徒や教員との交流

を促進する目的の部活動を展開している事例が

あった。しかし,こうした活動はすべてコロナ禍

で休止せざるをえなくなっていた。 

在京枠校の全日制 F高校では,教員が「外国に

つながる生徒が放課後集まれる場所」をつくりた

いと考え,部活動を立ち上げていた。しかし,「コ

ロナになってからほとんど活動できていない」と

話す。 

 

基本的には集まった子たちが何をしたいかでい

ろいろやろうよって言いながら,今までは上野動

物園にみんなで行ったりとか,文化祭でみんなの

それぞれの国のダンスを踊ったりとかしてきた

んですけれども。本当はもっと外に出て,いろん

なボランティア活動したりとか,インターンシッ

プのようなことをしたりとかいろいろ本当はし

たいとは思ってるんですが,今は全然できてない

状況ですね。 …）実際コロナのせいもあったこ

とと,放課後,私が多忙で全然部活ができなかった

りとかしたこともあって。コロナになってからほ

とんどそんなに活動はできてないんですね。なの

で,あんまり部活がすごい居場所にできたかって

いうと先週,卒業した子たちにとっては文化祭も

やったし,楽しい思い出が多分いっぱいあると思

うんですけど。今の 1,2 年生は全然活動できてな

いので,そういう意味ではあまり居場所作りって

いうのは,そんなにできてないかと思います。正

直なところ。 

 

コロナ禍で外国につながる生徒の居場所とな

っていた部活動が休止に追い込まれた事例は,  

定時制 J 高校でも聞いた。同校では,全生徒の 4

人に 1 人が外国につながる生徒である。人権教

育の歴史が長い J高校では,外国につながる生徒

への支援体制づくりにも熱心にとりくんでいた。

以下の教員からの説明にあるように,その部活は

外国につながる生徒が集まり,交流できる居場所

の役割を果たしていた。 

 

朝鮮語の講師の先生が中心になってやっていま

す。週 1 回ですが,それがこのコロナ禍で部活が

中止になって,今年度に関しては,結構活動できて

いない状態です。（  

―普段はどういった内容をやっていて,どういっ

た生徒がここに参加しますか。（  

外国にルーツがある生徒がすべて部員みたいな

形で。（  

―任意で参加する。（  

そうです,任意で。全員が集まったらすごい大変

なこともありますが。でも,声をかけて（「来週やる

からね」とかと言って,来たら（「最近はまずどうな

のか」と。学校にあんまり来ていなかったら,（「ど

うしてるの？」とか。来る場合は大体何か悩みが

あったり,仕事を見つけたいとかというのがある

ので,そこで仕事をどうするかとか,在留資格はど

うなっているかとか,お互いの国によってもみん

な違うので,それぞれのお互いの状況を話し合っ

てという感じです。 

 

 この説明からわかるように,部活動は教員が外

国につながる生徒の生活や学習の困りごとにつ

いて相談に乗ったり,外国につながる生徒同士が

気軽に悩みを相談し合い,連帯する場所として機

能していた。しかし,コロナ禍で活動が中止にな

ってしまったことにより,教員は外国につながる

生徒の状況を詳しく知る機会がなくなった。生徒

同士のつながりを作ることも難しくなってしま

い,外国につながる生徒の学校への帰属感に少な

からず影響を与えたと推測される。 
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5  コロナ禍における外国につながる 

生徒への支援 

 では,コロナ禍の学校では,外国につながる生

徒に対してどのような支援が行われていたのか,

あるいは行われていなかったのか。インタビュー

から浮かびあがってきたのは,コロナ禍の中で,

外国につながる生徒に対するケアと学習機会の

保障が一層難しくなっている状況である。特に,

①情報伝達,②長期欠席後の学習フォロー,③生

徒の状況把握について教員からは課題が挙げら

れた。その一方で福祉的な視点からケアに取りく

み,生徒の生活や健康状態を支える教員たちの実

践も見出された。 

 

5.1  コロナ禍における支援の課題 

①情報伝達 

 一斉休校期間中,都立高校は休校や分散登校,

感染対策,家庭学習の課題などに関する多くの情

報を,ホームページやプリント経由で生徒とその

保護者に発信した。しかし,日本語力が不足する

生徒や保護者のために,ルビを振ったり,多言語

化に翻訳して発信できた高校はほとんどなかっ

た（角田 2020）。図 2に示したように,本調査の

アンケートでも 62校中 10校の高校が,コロナ禍

における「保護者への情報不足」を挙げている。

定時制 K高校の教員は,コロナ禍の中で外国につ

ながる生徒や保護者が必要な情報を受け取って

いない可能性に言及した。 

 

 外国につながる生徒やその保護者に）どこまで

 情報が）伝わっているかを把握しきれないとい

うことです。そうであるならば,都教委がそうい

う文書をしっかり作って各学校に下ろしてくれ

なければいけませんが,そういうことをしません。

それは各学校の責任ではなく,大きい流れに関し

てはやはり都教委がやってくれないと学校は困

ります。その学校固有の問題なら学校がやらなけ

ればいけませんが,学校固有の問題ではないとこ

ろはやはり都教委レベルがしっかりやってくれ

ないと学校はそこまで予算を持っていません。 

 

 本調査のアンケートから,配布物の翻訳やルビ

ふりを実施しているのは,外国につながる生徒が

在籍している学校の 3 割程度であることがわか

った。翻訳やルビふりを行う人材を雇用できる予

算がつくわけではなく,教員自らが作業を行って

いた。外国人保護者のために通訳を派遣してもら

っている学校も 3 割にとどまった（5）。東京都に

は申請をすれば通訳を派遣する制度があるが,手

続きが煩雑で使い勝手が悪いので利用していな

いという声をインタビューでは多く聞いた（6）。

コロナ禍では重要な情報が外国につながる生徒

の家庭に伝わっていなかったり,学校から出され

る課題について生徒が十分に理解できていなか

ったりする事態が報告されているが（角田 2020,

田中 2021,徳永 2023）,その背景には多言語翻

訳やルビふりといった支援を拡充できない制度

的な課題があることを指摘できる。 

 

②長期欠席後の学習フォロー 

 先述のように,感染不安による登校自粛や母国

足止めによる長期欠席は,「出席停止」とみなさ

れ,欠席扱いとはならないケースがほとんどであ

った。しかし,実際に欠席した分の学習をフォロ

ーすることが容易ではないことが教員たちから

は述べられた。K高校の校長は欠席して抜けた分

の学習の穴埋めをすることが大変になってきて

いると話した。 

 

コロナが感染が不安だっていうことによる出席
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停止を認めているので,まだ認めているので,結構

な数,コロナ不安,コロナ感染不安を理由に出席停

止扱いになってる生徒,登校してない生徒がいる

んですよ。相当な数いるんです。 …）,今の状況

って出席停止がだいぶ長く続いてるので,これは

もしかすると,その子どもにとっては極めてよく

ないケースかもしれないですよね。この後,学校

生活に戻ってこれるかっていうですね。 

―出席停止の間は宿題か何かを自宅でやってっ

ていう形で。 

そうですね。出席停止だけでは履修が認められる

だけなので,その教科の学習をしたっていう修得,

単位が出るっていう修得まで保障するわけじゃ

ないので。そこは必ず出席停止の扱いにするって

ことで履修は保障しますと。だけど,これだけの

課題をしっかり取り組んでくれないと,あるいは

オンラインで勉強してっていうことをちゃんと

応じて,成果を出してくれないと成績がつかない,

修得ができないってことは説明をしていますけ

どね。ただだんだん,そこができなくなってきつ

つありますかね。この 2 年半のコロナ禍,最初の

頃はみんな必死にやってましたけど,だんだんや

らなくなってきてるっていうか。だから,中には

未履修になっちゃう子どもたちが出始めてきて

ますよね。 

 

 外国につながる生徒の場合,教員たちは長期欠

席後の日本語力の向上を大きな課題として認識

していたが,コロナ禍で指導体制を十分整えられ

ないという問題もあげられた。L 高校では,日本

語指導を担当していたネパール人の外部講師が,

母国に一時帰国した後,再入国できず,授業を担

当できないという状況が生じていた。また,定時

制 L 高校の教員は前任校で外国につながる生徒

の指導を担当しており,現在の勤務校でも日本語

指導のしくみづくりに取りかかりたいと考えて

いた。その矢先,コロナで計画が頓挫したと話す。 

 

やっぱりコロナも大きかったですよね。日本語指

導をせっかくしてみようと思いました。管理職に

無理を言ってできるかもしれない。でも,また休

校になったり,その授業がなくなったり。 

―コロナの影響について,かなり大きかったとア

ンケートでお答えになって。 

そうですよね。コロナがなかったら,ここまでひ

どくなかったら,やれていたでしょうね。 

 

 このようにコロナ禍の不安定な状況は,学校に

おいて長期的な見通しを立てて新しい実践やし

くみづくりに着手することを難しくした。感染対

策上,外部の人材や NPOなどの外部組織と連携す

ることも容易ではなく,外国につながる生徒の学

習機会を拡充することに困難が生じていた。 

 

③生徒の状況把握 

 コロナ禍で教員が生徒に関わる機会が減り,外

国につながる生徒の状況を十分に把握できてい

ないことを先に述べた。中でも,一時帰国した外

国につながる生徒たちに関して,「連絡がとれな

くなった」という状況が複数の学校で発生してい

た。定時制 M高校の教員は,中国に一時帰国した

生徒の行方がわからなくなっていると話した。 

 

実際に,今,四年生で中国に帰っている子がいるん

ですけど,その親は日本には帰ってきているみた

いですけど,なかなか連絡がつかなくて学校に登

録している住所の所にはもういなかったりだと

か。いなくて,不動産屋からの調べで,もう違う所

に住んでいるんだとか。それで結局,生徒がどう

なっているかも分からなくて,退学をするのか,そ
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のまま続けるのかというのも全然分からないと

いう子がいます。 

―連絡が取れなくなってしまっている。 

なかなか取れないです,はい。すごく困っていま

す。確かに中国に帰ったのは間違いないですけど,

そのあとがもう連絡がつかなくなりました。 

 

定時制 L高校の教員も,もともと不登校傾向の

あった中国出身の生徒が,一時帰国した後,「把握

できない」状態になっていることを述べた。 

 

今の 1 年生と 2 年生に中国から親の就労に従っ

て来た男の子 2 人。１人は 2 年生の男の子です

が,去年,1 年生のときも全く来ていないです。ど

のくらい来たろう…1 カ月も来なかったんじゃ

ないだろうか。ただ,コロナが影響して中国に帰

っているというような話になっていたので,特例

として進級はしたんですよね。でも,２年生にな

って,（「来る,学校に行きます」と言いながら,なか

なかやっぱり来られていない。コロナで入院して

いたという話もあるんですけれども,把握できな

い。学校が把握しようとしていないのがあるんで

しょうけれども,今は宙ぶらりんですね。 

 

 コロナ禍の中で休校や分散登校が実施された

ことにより,教員は生徒と交流する機会が減り,

生徒の状況を把握することに困難を覚えていた。

生徒が母国に帰って学業が長期にわたって中断

した場合は一層連絡がつきにくくなり,学籍はそ

のままでも登校してこない「宙ぶらりん」の状態

になっていた。教員は生徒がどのような状況にな

っているのかを把握する必要を感じているが,連

絡を取る手段がなかったり,そもそも「学校が把

握しようとしていない」こともあって,積極的な

対応に出られないことが語られた。 

5.2  ケアの実践 

 大半の学校では,外国につながる生徒をコロナ

禍の中で積極的に支援することはできていなか

ったが,生徒の経済的困窮やコロナ感染に関して

寄り添ったケアを実践し,生徒を行政や医療サー

ビスにつなげた学校も一部存在した。 

 たとえば,コロナ禍における補助金申請のため

の書類作成を行う学校があった。外国につながる

生徒やその保護者は,言語や文化的障壁ゆえに,

申請書の内容を理解し,求められる事項を日本語

で書いて提出することが大きなハードルとなる。

定時制 D 高校では生徒 4 人に 1 人が外国につな

がる生徒であるが,インタビューに協力してくれ

た教員は「定時制は外国籍に限らず一人ひとりみ

る」という姿勢で,生徒への丁寧な指導や生徒に

関する情報収集を普段から心がけていた。コロナ

禍によって外国につながる生徒が経済的に厳し

い状況に陥っていることを生徒から聞き,補助金

にかかわる申請書を一緒に準備したという。 

 

―やっぱりコロナ禍の影響は   。 

それは,親がなかなか収入を得られないとか。よ

く見るのは,社会福祉協議会の借り入れしたお金

がコロナ禍で延長とか,あるいは免除になるとい

う書類。そのインドの生徒もそれを持ってきて,

「これ,どうやって書けばいいの？」とか,ほかの

生徒も持ってきたりしますね。 …）日本語のな

かなか難しい漢字があって,分からないとか。「書

類,あとこれが必要だよ」とか。 

 

 定時制 I高校の教員たちも,コロナ以前から外

国につながる生徒に寄り添った支援を様々な形

で行っていた。たとえば就学支援金の申請書類な

どは,日本語力が不足する生徒のために一緒に区

役所に取りに行き,聞き取りをしながら代筆する
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ということをしていた。コロナ禍では発熱やコロ

ナ感染した生徒たちの相談に乗り,病院や診療,

自宅待機の情報を提供するようにした。対応にあ

たった教員は次のように語る。 

 

コロナにかかった生徒がいたんですけど,それが

学校の保健室で,発熱したとき体温測ったら 37

度 5 分だったんです。これはもう帰って病院に

行ったほうがいいということで,下校させたんで

すよ。ただ,母子家庭なので,お母さんもしかした

ら濃厚接触者かもしれないのに働きに行ってる

わけですよね。で,病院に連れていかないんです

よ。で,その子が不安だって言うから,私,X 区の住

人じゃないんですけど,東京都のホームページで

診てくれそうな所で,どこが近いかもよく分かん

なかったんですけど,ここなら診てくれるんじゃ

ないって言って,教えて。それからまた保険証が

どこにあるか分かんないっていう騒ぎになって,

それでまた 2,3 日かかって。結局,10 日ぐらいし

てやっと病院に行って,PCR 検査を受けたんです

よね。保健所から連絡が来たのが 4 日後なんで

すよ。それがショートメールで来て。ショートメ

ールに何て書いてあるか分かんないっていうこ

とで,「先生,何て書いてあるか」と。私も電話口

だから,見ているわけじゃないから。「10 って書

いてあるんだけど」って言うから（「じゃあ,保健所

からショートメールが来て,10日したら学校来て

いいってことじゃないの」とか言って,適当なこ

と言って。結局 1カ月ぐらい休みましたけど。 

 

 この事例からは,病気の子どもが親を頼ること

ができていない状況が見いだせる。推測にとどま

るが,その背景には仕事で忙しくて親が子どもの

面倒を見る時間がないことや,日本の医療制度や

感染症ガイドラインを理解することが言語的・文

化的な壁によって難しいなどの事情があるのか

もしれない。そのような子どもにとって,コロナ

禍のような非常時の支えとなったのは学校の教

員であったと考えられる。インタビューに協力し

てくれた教員は,外国につながる生徒の生活や命

を守る支援は,「かれらが日本で生活していくた

めの最小限のこと」と話す。ここには福祉的なケ

アの視点が見いだせる。 

 コロナ禍で外国につながる生徒に対してこう

したケアを実践できた学校では,コロナ以前から

生徒ひとりひとりとの丁寧なやりとりの中で,か

れらが置かれた状況をきめ細やかに把握しよう

とする試みがなされていた。ただし,多忙な教員

ができることには限りがある。生徒に状況を話し

てもらい,寄り添った支援をするためには,生徒

の母語や母文化の知識も必要になる。この点につ

いて,在京枠校の全日制 G 高校の教員は,東京都

の多文化共生スクールコーディネーター制度に

よって派遣される,コーディネーターの存在意義

を強調した。この制度は 2020 年から試行的に 2

年間実施され,都の予算で外国人特別枠のある 4

校に,外国につながる生徒に関する専門的な知識

をもった外部人材を派遣し,支援にあたるという

ものであった(7)。R高校ではコーディネーターが

定期的に来校して生徒との関係をつくり,面談を

通じて生徒の情報を収集し,教員と共有するよう

なしくみづくりができていた。 

 

本校の（ 多文化共生スクールコーディネーターの）

場合は,日本語指導をしてくださってる X 市民団

体の方に来てもらっていて,その方に基本的には

学期に 1 回ぐらいずつの割合で面談をしてもら

ってる。その中でわかってくる。「斜めの関係」

っていうんですかね。そのコーディネーターの先

生には別になんか言ったとしても,そこで成績が



センター関連プロジェクト 

移民・難民の子どもを包摂する文化的に適切な教育と社会統合に関する国際比較研究 

 

254 

下がるわけでもないし,単位が取れたりそういう

のはないので,割といろんなことを話してくれる。

友達ではなく大人なので,ちょっと言えるかなっ

ていうの。あと,来てくださってる方の引き出す

力っていうんですか,その質がものすごく高いか

ら。そういう情報がすごく貴重でしたね。 

 

 G 高校では,コーディネーターを通じて生徒の

情報を入手し,生徒がコロナ禍で登校してこない

事情について教員が理解を深めることができて

いた。外部の専門人材を活用することで生徒に関

する有益な情報を教員同士が共有し,生徒に寄り

添った支援に結びつく可能性を示唆している。 

 

6  結語 

 コロナ禍以前から,強い同化圧力のもとで外

国につながる生徒の家庭環境や移動の背景が不

可視化され,かれらのニーズに対する配慮がなさ

れていないことが指摘されてきた（恒吉・額賀 

2021）。本稿は,コロナ禍の中で外国につながる生

徒たちの教育機会や居場所が縮小・消失している

こと,それにもかかわらず,その困難がマジョリ

ティの立場にたつ日本人教員の視点からは見え

にくく,学校からの支援を十分に受けられていな

い状況を明らかにした。 

 海外の調査では,コロナ禍の悪影響は社会的に

脆弱な生徒に最も強く表れたことが指摘されて

きた（OECD 2020,額賀・高橋 2021）。本稿では,

日本国内の外国につながる生徒に特徴的な影響

として,雇用悪化による経済的困難,保護者とエ

スニック・コミュニティ内の感染症への不安によ

る登校自粛と一時帰国,再入国拒否による母国足

止め,特別な居場所となってきた部活動の停止な

どがあることを明らかにした。生徒本人の意思で

はどうにもならない事態が,かれらの教育機会と

居場所の縮小・消失に結びついていた。 

 こうした状況について教員は断片的に情報を

得ていたが,積極的な対応に当たることはできて

いなかった。インタビューでは,コロナ禍での保

護者と生徒への情報伝達,長期欠席後の学習フォ

ロー,生徒の状況把握についての課題があげられ

た。日本語指導の拡充や部活を通じた居場所づく

りも,コロナ禍で実践できなくなっていた。 

 Primdahl et al(2021)は,コロナ禍で長期にわ

たってオンライン授業が続き,教員と生徒が直接

交流できる空間がなくなったために,教員が生徒

に寄り添ってケアすることが非常に難しくなっ

たことを,デンマークの移民・難民生徒の状況を

事例に指摘している。日本の場合は比較的早い段

階で学校が再開されたものの,感染症対策に伴う

教員の多忙化や,部活動・学校行事の縮小・中止

が続いたことによって,生徒一人一人に対する教

員のケアのまなざしと実践が後退しているとい

える。コロナ以前から不可視化される傾向にあっ

た外国につながる生徒たちの状況把握はより一

層難しくなっていることが明らかになった。 

 その一方で,コロナ以前より福祉的な視点から

ケアを実践していた学校が,コロナ禍で生徒の声

を拾い,医療や行政のサービスにつないでいく様

子もみられた。コロナ禍を通じて,公教育が教育

機会とともに,とりわけ脆弱な層に福祉的サービ

スを提供する役割を担ってきたことがあらため

て認識されている。外国につながる生徒を社会に

包摂していくためには,ケアのまなざしと実践を

くみこんだ学校づくり（柏木 2020）を構想して

いく必要がある。その実現のためには,本稿でみ

たように外国につながる生徒に関する専門知識

をもった外部人材を積極的に学校内に位置づけ,

教員の負担軽減を視野にいれながら,効果的な連

携を図っていくことが求められる。 
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 最後に,外国につながる生徒の状況把握ができ

ないという事態については,個々の学校ではなく,

行政が責任をもって実態調査を行う仕組みを整

えることが期待される。この点でも,生徒の母語

や母文化に精通した専門人材が,信頼関係をもと

に保護者と生徒に聞き取りをしていくことによ

って,信頼性の高い情報を収集し,必要な支援へ

とつなげていく可能性が開けるだろう。 

 

注 

（１）プロジェクトのメンバーは本稿の執筆者

である額賀美紗子と金侖貞のほか,三浦綾希

子（中京大学）,髙橋史子（東京大学）,徳永

智子（筑波大学）,布川あゆみ（東京外国語大

学）,角田仁（町田高校定時制）の 7 名であ

る。アンケートの結果は,『外国につながる

生徒の学習と進路状況に関する調査報告書

－都立高校アンケート調査の分析結果－』

（2022 年 10 月発行）に共同でまとめた。報

告 書 は https://www.schoolexcellence.p.u-

tokyo.ac.jp/reports/より入手可能。本稿のア

ンケート分析の部分は,同報告書に収められ

ている章の一部を加筆修正した。 

（２）調査を実施した 2021，22 年度には,東京都

には在京外国人生徒対象入試を導入してい

る学校（「在京枠」））が 8 校あり,4 月の入試

定員は全校合わせて 150 人であった（9 月

入学定員 25 人を合わせると 175 人）。9 年

間の義務教育相当課程を修了した外国籍者

が対象の入試で,日本の中学校を卒業した場

合は来日 3 年以内の者に限る。 

（３）上記報告書 22 頁を参照。文科省は日本語

指導が必要な生徒の母語としてネパール語

を質問紙の回答欄に設けていないが,われわ

れの調査では日本語指導が必要な生徒の

35.7%（440 名中 157 名）の母語がネパール

語であり,ネパール出身生徒が都立高校に多

く在籍することがわかった。 

（４）2020 年 3 月 31 日,X 中華学校教員との電

話のやりとりにもとづく情報。 

（５）上記報告書 75－81 頁を参照。 

（６）東京都教育委員会は,2023 年度から在京枠

校に限らずすべての高校が「多文化スクー

ルサポートセンター事業」の対象となるこ

とを決定し,サポートセンターの事業主が通

訳者や翻訳者などを各学校に選定・紹介で

きる仕組みを導入した。外国につながる生

徒の学習環境整備のための外部人材活用が

期待される。 

（７）本事業は 2022 年度に多文化共生スクール

サポートセンター事業へと発展し,在京枠校

８校すべてに,日本語指導等に関する専門知

識をもつ多文化共生スクールサポーターが

派遣されることになった。派遣は在京枠校

のみに限られるため,今後は対象校を在京枠

校以外にも拡大していくことが課題である。 
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